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令和７年度第３四半期 苦情審査事案の概要 

令和７年１０月１日～１２月３１日 
 

 

◆審査を終えた事案 

・北海道立消費生活センターの対応について〈環境生活部〉 

【申立事項】 
 申立人は、事業者A社及び複数のカード会社とオンライン上の課金・請求に関する問題を抱え、北海道立消費生 

活センター（以下「センター」という。）に相談を行っていたが、以下、センターの不適切な対応とともに、最終的には

相談対応を拒否されたため、苦情の申立てを行う。 

① 申立人は、センターの役付職員であるB氏との電話において、B氏から正当な理由なく対応拒否を宣言され、 

センターに相談する権利を剥奪された。 

② 申立人は、センターを介してA社に課金・請求にかかる情報開示を行った際、申立人が許可していない個人情 

報が提供されるなどセンター内で個人情報インシデントがあり、B氏に指摘したが、その調査や対応を拒否され 

た。 

③ 申立人は担当相談員に知られずにその上席者と話をしたい用件があり、その意向をセンターに伝えていたが、 

センター内の連絡ミスにより、B氏が担当相談員に内容を確認してしまった。こうした部下の行為に関し、B氏に 

上司としての責任を指摘したが認めなかった。 

④ 申立人は、一連の問題対応について、そのエスカレーション先としてセンター長への交代を要望したが、B氏 

の判断で叶わなかった。 

⑤ A社への対応にあたって、担当相談員は、申立人の要望に反し又は申立人に不利となる提案を繰り返すととも 

に、個人情報の漏洩の事実や申立人からの数々の指摘を伝えず、結果、センターもA社から対応拒否されるに 

至った。 

 
 
【審査の結果等】－道の機関の行為に不備がないもの－ 
・ 本審査にあたって、道では、消費者安全法第10条第1項に基づき都道府県が設置することとされているセン 

ターについて、その管理を指定管理者である（一社）○○○協会に行わせている。 

本件は指定管理者たるセンターの業務に対するものであるが、指定管理者は「道の機関」（北海道苦情審査委 

員に関する条例第２条）に含まれないため、センターの業務は直接苦情審査の対象とはならず、道が出資する法 

人や補助金等を交付している団体と同様に、所管部局を通じた間接的な対応、すなわち所管部局たる環境生活 

部を通じた事実の調査及び環境生活部のセンターに対する指導監督が適切であるかを審査することにとどまる。 
 

(申立事項①について) 

・ 法に基づきセンターが実施する消費生活相談は、事業者に対する消費者からの苦情の処理のための斡旋で 

あり、強制力のある調停や仲裁ではなく、その対応には限界がある。 

   これまでセンターは、申立人からの電話やメール、来所相談に対し、A社との仲介など必要な対応を行ってき 

たが、 「（A社に対応を拒否され）これ以上の対応は難しい」と伝えたにも関わらず、申立人からは過大な要求が  

繰り返されるなど斡旋の業務範囲を著しく超過したことから、センターが申立人の相談を終了し、それ以上の対応

を拒否したことは、不適切とは言えないと判断する。 
 

（申立事項②について） 

・ 北海道消費生活条例第36条の７よりセンターには秘密保持義務があり、斡旋交渉上で得た個人情報はセンタ 

ー内部のみで共有され第三者に提供されることはないことや、本来、個人情報は申立人が直接 A 社から取り寄

せるべきものであるところ、斡旋交渉の一環として相談員は申立人同席の上で A 社に個人情報の提供を依頼し

ており、三者間で取り扱う個人情報に齟齬はなかったと考えられること、センターにおける個人情報の漏洩や不

正取得といった個人情報インシデントはなかったものと判断する。 
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（申立事項③について） 

・ センターは迅速かつ的確な苦情処理を行うため、組織内で積極的な情報共有に努めることとしており、二次対 

応者であるB氏が部下から案件を引き継ぐにあたって状況を確認する行為は問題ないこと、斡旋交渉が難しい 

案件につき、本件はセンター内で既に情報共有が行われていたことなどから、申立人の指摘に対し、B氏が責任

を認めなかったことは不適切とは言えないと判断する。 
 

（申立事項④について） 

・ センターにおける相談業務のトップはB氏であり、その上位の対応者はいないことから、B氏がセンター長へ 

の交代に応じなかったことはセンターの取扱いに沿ったものであり、問題はないものと判断する。 
 

（申立事項⑤について） 

・  「申立人に不利となる提案を繰り返す」といった申立人の主張は、センターが否定し、その裏付資料がないなど

事実関係が認められないとともに、前述のとおり、センター内で情報漏洩があったとは認められないものと判断す

る。 
 
（センター及び環境生活部の対応について） 

・ 申立事項①から⑤において、センターの対応は不適切とは言えないと判断されることから、当該相談に関し、 

 環境生活部のセンターに対する指導監督に不適切な部分は認められないと判断する。 
 

（まとめ） 

・ 以上、申立人が主張する申立事項①から⑤に記載する事実はいずれも認められず、環境生活部の対応は問 

題なかったと判断する。 
 

 

 

◆審査をすることができない事案 

・生活保護に係る手続きでの対応について〈保健福祉部〉 

【申立事項】 
申立人より、○○振興局社会福祉課の職員から以下の対応を受けたため、適切な処置を求める申立てがあっ

た。 

・  生活保護にあたって、職員の引継ぎにおける説明不足により、大変不快な思いをさせられている。 

・  かかりつけの医師からは安静な休養が大切と言われ、職員にも共有しているが、押しつけがましく、公僕として

ふさわしくない発言があり、苦しめられている。 

 

【審査の結果等】－審査をすることができない－ 

北海道苦情審査委員に関する条例第１２条第１項の規定により審査しない。 

※北海道苦情審査委員に関する条例第１２条第１項第１１号（審査することが適当でないとき）に該当 

〈理由〉 

申立書の記載内容のみでは具体的な苦情の内容及び理由がわからなかったため、申立人に対し事実確認の

照会をしたが何ら連絡がなく、本件は審査しないこととした。 
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・職員の不適切な対応について〈教育委員会〉 

【申立事項】 
申立人より、道立○○学校内において以下の行為があったため、関係職員の処分を求める申立てがあった。 

・  書類の作成を依頼したところ、「１７時になったら帰る」と校長より説明があった（地方公務員法第３５条に抵触す

る行為）。また、他の職員とともに申立人を嘲笑するなど、非常に不愉快な思いをした。 

・  本件は道教委に相談し、処分の対象にはならないと説明があったが到底理解できるものではない。 

 

 

【審査の結果等】－審査をすることができない－ 
北海道苦情審査委員に関する条例第１２条第１項の規定により審査しない。 

※北海道苦情審査委員に関する条例第１２条第１項第１１号（審査することが適当でないとき）に該当 

〈理由〉 

申立書の記載内容のみでは、審査対象となるのか否か、具体的な苦情の内容及び理由がわからなかったた

め、申立人に対し事実確認の照会をしたが何ら連絡がなく、本件は審査しないこととした。 

 

 

 

◆制度の対象外となった事案 

・市役所の一貫性のない説明について 

【申立事項】 
申立人より、学校開放の利用に関する○○市担当職員の説明において、「説明内容と実際の対応が一致してい

ない」、「以前の説明を否定する」といった不適切な対応があったため、改善策などを求める申立てがあった。 

 

【審査の結果等】－制度対象外（道の機関の行為でないもの）－ 
北海道苦情審査委員に関する条例において、苦情審査の対象は「道の機関」の業務の執行に関する苦情と定め

られており、「道の機関」に市町村は含まれない。 

したがって本申立ては審査の対象に該当せず、北海道苦情審査委員に関する条例第４条の規定により、審査し

ない。 

 

 

 

◆審査することが適当か申立ての内容を検討中の事案 

・措置請求の調査手続の瑕疵について 


